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令和４年８月定例会 

令和４年８月２４日（水曜日）午後１時００分開会 

長崎県市町村会館６階 会議室 

 

議事日程 

 

日程１  仮議席の指定について 

日程２  議長の選挙について 

日程３  会期について 

日程４  議席の指定について 

日程５  会議録署名議員の指名について 

日程６  経過等の報告事項について 

日程７  令和３年度長崎県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算 

  令和３年度長崎県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計歳入    

歳出決算 

日程８  長崎県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例の一部を 
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日程９  協議等の場の開催について 
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日程１１ 一般質問 
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２７番    深 堀 義 昭 君 

 

欠席議員（６名） 

６番     𠮷 永 秀 俊 君    ７番     山 脇   博 君 

９番     寺 澤 佳 洋 君    １０番    矢 﨑 勝 己 君 
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広域連合長  田 上 富 久 君    副広域連合長 一 瀬 政 太 君 

副広域連合長 杉 澤 泰 彦 君    事務局長   本 多 浩 志 君 
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事務職員出席者 

書記     吉 村 貴 志 君 
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＝開会 午後１時００分＝ 

○副議長（山口憲一郎君） 

 皆様こんにちは。副議長の山口憲一郎でございます。 

 地方自治法第１０６条第１項の規定により議長の職務を行いますので、よろしくお

願いいたします。 

 出席議員は定足数に達しております。これより令和４年第２回長崎県後期高齢者医

療広域連合議会定例会を開会いたします。 

 新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、議場の換気のため、出入口を開放し

て会議を運営することといたします。 

 日程１「仮議席の指定について」、議事の進行上、仮議席を指定いたします。仮議

席はただいま着席の議席を指定いたします。 

 次に日程２「議長の選挙について」、これより議長の選挙を行います。選挙の方法

としましては、地方自治法第１１８条の規定により投票による方法と指名推選の方法

がありますが、指名推選の方法でご異議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 

 

○副議長（山口憲一郎君） 

 ご異議なしと認めます。よって議長選挙の方法は指名推選と決定いたしました。 

 お諮りいたします。指名の方法につきましては、副議長が指名することといたした

いと思いますが、ご異議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 
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○副議長（山口憲一郎君） 

 ご異議なしと認めます。よって指名の方法は副議長が指名することに決定いたしま

した。 

 それでは指名させていただきます。 

議長に長崎市の深堀義昭議員を指名いたします。 

 ただいま指名いたしました深堀義昭議員を、議長の当選人として定めることにご異

議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 

 

○副議長（山口憲一郎君） 

 ご異議なしと認めます。よって、深堀義昭議員が議長に当選されました。 

 ただいま議長に当選されました深堀議員が議場におられますので、本席から会議規

則第３１条第１項の規定により当選を告知いたします。 

 当選人の登壇をお願いいたします。 

 

【深堀義昭君 登壇】 

 

○議長（深堀義昭君） 

 長崎市議会の深堀義昭でございます。 

 このたび議員の皆様方の温かいご推挙によりまして、県内２１全市町からなる広域

連合議会議長に選任いただきましたことは誠に身に余る光栄でございます。皆様方の

お力を借りながら、当議会の公平かつ円滑な運営を目指してまいりたいと存じます。 

 また、後期高齢者医療制度を巡る動向に十分留意しながら、今後とも被保険者の皆

様が安心して必要な医療を受けられるよう、誠心誠意努力してまいる所存でございま
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す。議員の皆様方のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げまして、簡単では

ございますが議長就任の挨拶とさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

 

○副議長（山口憲一郎君） 

 議長は議長席にお着き願います。 

 それでは、暫時休憩いたします。 

 

（休  憩）  

 

○議長（深堀義昭君） 

 会議を再開いたします。 

 お諮りいたします。お手元に配付いたしております本日の日程に、議事日程第１号

の２を追加したいと思います。これにご異議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ご異議なしと認めます。よって、議事日程第１号の２を本日の日程に追加すること

に決定いたしました。 

 日程３「会期について」を議題といたします。 

 今定例会の会期は本日１日間とし、会期中の日程につきましてはお手元に配付のと

おりとすることにご異議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 
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○議長（深堀義昭君） 

 ご異議なしと認めます。よって、会期は本日１日間と決定いたしました。 

 日程４「議席の指定について」各議員の議席はお手元に配付しております議席表の

とおりに指定いたしたいと思います。 

 日程５「会議録署名議員の指名について」は３番 横山弘藏議員及び２５番 岩永

福子議員を指名いたしたいと思います。 

 例月出納検査報告書につきましては、配付されております報告書のとおりでありま

す。本件は地方自治法の規定により報告されたものでありますので、ご承知をお願い

いたします。 

 ここで、連合長から発言の申出があっておりますのでこれを許します。 

 連合長。 

 

【田上富久君 登壇】 

 

○連合長（田上富久君） 

 本日は広域連合議会８月定例会を招集いたしましたところ、議員の皆様方にはご健

勝にてご出席を賜り厚くお礼申し上げます。 

 ご承知のとおり新型コロナウイルス感染症の第７波は全国的に拡大が続いており、

長崎県内の感染者数の累計も１６万人を超え、県内の多くの医療圏で病床の逼迫度が

高まっております。 

 今後、さらなる新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぎ、県民の皆様が普段の

生活に早く戻ることができるよう、私たち一人一人が改めて基本的な感染防止対策を

徹底していかなければならないと考えております。本日の議会もそういった環境の下

で行われることになっております。 

 さて、この機会をお借りして私から２点、お話をさせていただきたいと思います。 
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 １点目は保険料率の改定についてでございます。２月１６日に開会されました広域

連合議会定例会において議決をいただき、令和４年度・５年度の保険料率は均等割が

４万９，４００円、所得割が９．０３％と、均等割・所得割ともに引上げとなりまし

た。今回の改定につきましては、６月に全ての被保険者の皆様へお送りしたダイレク

トメールにその内容を記載してお知らせするなど周知を行い、７月末までに令和４年

度保険料の確定通知を各市町から被保険者の皆様へ送付いたしております。 

 ２点目は、医療費の窓口負担割合２割の導入についてです。１０月１日から一定以

上の所得のある方は、医療費の窓口負担割合が１割から２割に引上げとなり、これに

伴う自己負担額の増加に対する配慮措置が施行後３年間講じられます。 

 また、今回の制度改正に伴って令和４年度は被保険者証の一斉更新を７月と９月の

２回行うこととなり、現在は２回目の更新の準備を進めております。 

 広域連合としましては、今回の制度改正の円滑な施行に向け、ダイレクトメールの

送付や、医療機関など関係機関へのポスターの配布。また、被保険者証交付時にリー

フレットを同封するなど、丁寧な周知・広報に取り組んでおります。 

 この制度改正に係る周知・広報、その財源措置を初め後期高齢者医療制度の安定的

運営に必要な財源措置などについて、全国後期高齢者医療広域連合協議会を通じて去

る６月１日に国に対して要望をしたところです。広域連合としても、被保険者の皆様

が安心して適正な医療が受けられるよう、今後も引き続き全国協議会等を通じて意見

をしっかりと述べていきたいと考えております。 

 本日は「令和３年度一般会計及び特別会計決算」等の議案を提案することとしてお

ります。 

 ご審議のほどよろしくお願い申し上げますとともに、各議案に対しまして議員皆様

方のご賛同を賜りますようお願い申し上げまして、冒頭に当たりましての私の挨拶と

させていただきます。 

 本日はよろしくお願いいたします。 
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○議長（深堀義昭君） 

 次に、連合長から幹部職員の紹介がございます。 

 連合長。 

 

○連合長（田上富久君） 

 本年４月１日付人事異動で着任いたしました幹部職員を紹介させていただきます。 

 中村浩二 企画監兼次長です。長崎県から派遣されております。 

 

○企画監兼次長（中村浩二君） 

 中村でございます。よろしくお願いいたします。 

 

○連合長（田上富久君） 

 有川和彦 総務課長です。佐世保市から派遣されております。 

 

○総務課長（有川和彦君） 

 有川でございます。よろしくお願いいたします。 

 

○連合長（田上富久君） 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 次に、日程６「経過等の報告事項について」事務局の説明を求めます。 

 総務課長。 
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○総務課長（有川和彦君） 

 お手元にお配りいたしておりますピンクの表紙の冊子「経過等の報告事項」につい

て説明させていただきます。 

 １ページをお開きください。 

 前回開催の定例会、令和４年２月１６日以降における広域連合の主要な事項につい

て経過等の報告をいたします。 

 １．国の動向について。 

 本年１０月１日から施行される被保険者の窓口負担割合２割の導入に伴い、令和４

年度の被保険者証の一斉更新は例年と同じ７月と施行日前の９月の２回、行うことが

厚生労働省から示されました。 

 また、今回の制度改正については被保険者等への丁寧で着実な周知・広報が必要で

あることから、広域連合及び市町等での周知・広報と併せて、国におけるポスターや

リーフレットの作成・送付、政府広報の実施など、国と広域連合等が連携して行うこ

とが示されました。広域連合においては、今回の制度改正等の周知を図るために、全

被保険者に対するダイレクトメールの送付、７月に発送した被保険者証へのリーフレ

ットの同封など、周知に取り組んでいます。 

 また、令和４年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０２２」

いわゆる「骨太の方針」に、これまでの社会保障の構造を見直し、能力に応じて支え

合うことを基本とした総合的な検討を進めていくことが盛り込まれました。併せて、

マイナンバーカードの保険証利用促進に向けて、令和６年度中を目途に保険者による

保険証発行の選択制の導入を目指し、最終的にはマイナンバーカードの保険証利用へ

の原則一本化を目指す考えも示されました。 

 ２．国に対する要望について。 

 令和４年６月１日、全国の広域連合で組織する全国後期高齢者医療広域連合協議会

の令和４年度広域連合長会議が東京都内で開催され、窓口負担の見直しに関しては、
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被保険者や医療機関に十分配慮する必要があることから、国による丁寧な説明及び周

知・広報を行うとともに、必要な財政支援を確実に実施すること等を求める要望書を

後藤茂之厚生労働大臣宛てに提出しました。 

 なお、同要望書を参考として７ページから１０ページに掲載しています。 

 ３．新型コロナウイルス感染症対応に関する施策について。 

 （１）傷病手当金制度について。 

国の通知に基づき関係規則の改正を行い、適用期間を令和４年９月３０日まで延

長しました。令和４年３月末現在における令和３年度支給実績は、決定件数が２件で

支給総額は１３万３，２６５円です。 

 （２）保険料の減免について。 

 国の示す減免基準に基づき、保険料減免申請の受付を引き続き行っています。令和

４年３月末現在における令和３年度分の減免状況は、決定件数が８９件で金額は５３

２万８００円です。 

 ４．令和４年度の保険料賦課について。 

 （１）賦課決定。 

 令和４年度の保険料は、広域連合で６月に賦課決定を行い、７月中旬に保険料決定

額通知書と納付通知書を各市町から被保険者に送付しました。当初賦課人数は２２万

１，４８６人で、軽減後の賦課総額は１３４億９２０万円、１人当たり賦課額は６万

５４１円となりました。 

 令和４年度は保険料率の改正や賦課限度額の引上げにより、保険料賦課総額が増と

なっています。 

 ２ページの中段には「保険料率について」として年度別の保険料率を掲げ、「賦課

限度額について」前回との比較を記載しております。 

 ３ページに入ります。 

 （２）賦課総額及び１人当たりの賦課額として、令和３年度との比較をまとめてお
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ります。 

 （３）保険料軽減の状況、（４）保険料賦課額階層別区分については、記載のとお

りです。 

 ４ページに入ります。 

 ５．法改正に伴う被保険者証等の取扱いについて。 

 令和４年１０月１日から被保険者の窓口負担割合２割が導入されることに伴い、令

和４年度の被保険者証は２回更新します。 

 広域連合では、被保険者証の色を１回目は桃色、２回目を緑色と変えることで被保

険者の皆様が識別しやすいようにしています。 

 まず、１回目は７月に一斉更新を行い、全ての被保険者に郵送等で交付を行いまし

た。２回目も同様に９月に全ての被保険者に交付することとしています。 

 なお、令和４年１０月１日から窓口負担割合が２割となる被保険者に対して、１か

月の外来診療に係る窓口負担増加額を３，０００円までに抑える配慮措置が実施され

ます。１回目の被保険者証等の交付状況については記載のとおりです。 

 ６．保険料の収納率について。 

 令和３年度普通徴収及び特別徴収の現年合計の収納率は９９．６３％となり、昨年

度の９９．６２％と比較して０．０１ポイントの増となり、制度開始以来、本広域連

合の最高収納率となりました。 

 また、滞納繰越分については３７．４３％で前年度の４４．１７％と比較して６．

７４ポイント下回り、現年度分と滞納繰越分の合計では前年度の９９．１４％を０．

０１ポイント上回る９９．１５％となりました。 

 なお、令和３年度に時効完成などによる不納欠損を行ったものは４６６人、欠損額

は１，４２７万９，９８１円となっています。 

５ページには年度別の収納率の推移を記載しております。 

また、参考として令和３年度市町別保険料収納率一覧表を１１ページに別紙１と



―１２― 

して掲載しております。 

７．懇話会について。 

 懇話会は後期高齢者医療制度の円滑な運営に関して広く意見を求めるため設置して

いるもので、被保険者代表、保険医・保険薬剤師及び公益を代表する委員１０名で構

成されています。第１回は７月７日に開催し、出席委員は８名でした。 

 協議内容は、 

「令和４・５年度保険料改定の結果について」 

 「令和４年１０月からの窓口負担２割の運用開始について」 

 「新型コロナウイルス感染症対策について」 

 「令和３年度保健事業の取組みについて」 

の説明を行い、委員の皆様からご意見をいただきました。主なご質問、ご意見は記載

のとおりです。 

 経過等の報告事項は以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ただいまの経過報告につきましてご了承をお願いいたします。 

 議案審査「議案第８号及び９号」 

 次に、日程７「議案第８号及び議案第９号」を一括議題といたします。提案理由に

ついて事務局の説明を求めます。 

 事務局長。 

 

○事務局長（本多浩志君） 

 ただいま上程されました議案第８号「令和３年度長崎県後期高齢者医療広域連合一

般会計歳入歳出決算」及び議案第９号「令和３年度長崎県後期高齢者医療広域連合後

期高齢者医療特別会計歳入歳出決算」につきまして、一括してご説明させていただき
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ます。 

 なお、この決算につきましては令和４年６月２７日に監査委員の審査を受け、７月

１４日付で審査意見書が提出されました。水色の表紙の「長崎県後期高齢者医療広域

連合各会計歳入歳出決算審査意見書」として配付させていただいておりますので、ご

参照いただきますようお願いいたします。 

 また、地方自治法に基づく黄色の表紙の「令和３年度決算に係る主要な施策の成果

説明書」も同じく配付させていただいておりますので、各会計「歳出」のご説明の際

に、併せてご覧いただきたいと思います。 

 それでは、白い表紙の「定例会議案」の１ページから６ページが議案第８号「令和

３年度長崎県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算」でございますが、内容

につきましては緑色の表紙の「定例会説明資料」によりご説明させていただきたいと

思います。こちら緑色の表紙の資料、２ページをご覧ください。 

 上段の表、１．収支の状況（１）収支でございますが、歳入総額は 

２億４，８６６万３９０円で、対前年度比１．１２％の増、歳出総額は 

２億３，６０４万３，０５０円で対前年度比３．９１％の増であり、歳入歳出差引額

及び実質収支額はともに１，２６１万７，３４０円でございます。 

 歳入が増となった主な理由は、市町負担金が減となったものの、財政調整基金繰入

金及び繰越金が増となったことによるものでございます。歳出が増となった主な理由

は、派遣職員の交代に伴う人件費負担金が増となったこと、前年度決算剰余金を含む

財政調整基金積立金が増となったことによるものでございます。 

 下段の表（２）款別区分でございますが、一般会計歳入歳出決算額を各款ごとに記

載したものであり、これを円グラフにしたものを３ページに記載しておりますので、

３ページをご覧いただきたいと思います。 

 歳入においては分担金及び負担金、市町からの負担金が約８４％を占めており、歳

出においては総務費、広域連合の運営に係る経費が約９９％を占めております。 
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 次に４ページをご覧ください。 

 ２．総括表でございます。 

 この総括表で内容の説明をさせていただきます。 

まず歳入でございますが、主な款ごとに収入済額をご説明いたします。 

総括表の一番上、１款 分担金及び負担金は２億９９７万９，９６７円で、広域

連合の運営事務に係る県内２１市町からの共通経費負担金であり、負担割合は表の一

番右側の「収入済額の説明」の欄に記載のとおりでございます。 

 ６款 繰入金は１，８９８万２，０００円で、財政調整基金を取り崩し一般会計に

繰り入れたものでございます。７款 繰越金は１，８７３万７，４９１円で、令和２

年度の決算剰余金を受け入れたものでございます。 

 ５ページをご覧ください。 

歳出でございます。 

 なお、歳出につきましては黄色の表紙の「決算に係る主要な施策の成果説明書」の

１ページから３ページに一般会計を記載しておりますので、こちらもご参照いただけ

ればと思います。 

 それでは、説明は緑色の表紙の説明資料で歳出の主な款項目と支出済額をご説明い

たします。 

緑色の表紙の５ページでございます。 

 １款 議会費は１８０万３，３３３円で議会定例会、議会運営委員会及び意見交換

会に係る議員報酬及び旅費等でございます。 

２款 総務費は２億３，４２３万９，７１７円でございます。 

 主なものとしまして、１項１目 一般管理費は２億６４６万５，９８２円で、職員

に係る人件費や事務室の借上げ等に係る経費、１項４目 財政調整基金費は 

２，６７３万７，０００円で、年度間の財源調整を行うことにより健全な財政運営を

行うための基金積立金でございます。 
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２項１目 選挙管理委員会費、９万１，６２２円、 

３項１目 監査委員費、２５万５，７５６円は、それぞれの開催に係る委員報酬等で

ございます。 

 以上が、令和３年度長崎県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算でござい

ます。 

 続きまして、６ページをご覧いただきたいと思います。 

 議案第９号「令和３年度長崎県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計歳

入歳出決算」についてご説明いたします。 

 上段の表、１．収支の状況（１）収支でございますが、歳入総額は 

２，３４５億６２５万２，８６８円で、対前年度比２．０７％の増、歳出総額は 

２，２７０億６，３４１万８，２５６円で、対前年度比４．２７％の増であり、歳入

歳出差引額及び実質収支額はともに７４億４，２８３万４，６１２円でございます。 

 歳入が増となった主な理由は、令和２年度に概算交付された国庫支出金等の精算・

返還が増加したため、その返還額を含む前年度繰越金が増となったことでございます。

歳出が増となった主な理由は、先ほど歳入増の主な理由で申し上げました国庫支出金

等返還金の増、前年度決算剰余金の増に伴う財政調整基金積立金の増及び療養給付費

が増となったことでございます。 

 下段の表（２）款別区分でございますが、歳入歳出決算額を各款ごとに記載したも

のであり、これを円グラフにしたものを７ページに記載しておりますので、７ページ

をご覧いただきたいと思います。 

 上段の歳入でございますが、国庫支出金、県支出金、支払基金交付金を合わせます

と歳入全体の約８０％となっております。 

 また、各市町からの負担金が約１５％であり、このうち被保険者の皆様から納めて

いただいた保険料負担金は全体の約６％となっております。 

 次に下段の歳出でございますが、保険給付費が全体の約９５％となっております。 
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次の８ページから歳入・歳出ごとに総括表を記載しておりますので、この総括表

に基づき主な内容をご説明させていただきます。 

 それではまず８ページをご覧いただきたいと思います。 

歳入でございますが、主な款ごとに収入済額をご説明いたします。 

 １款 市町支出金、３５３億５，１２５万７，４５１円でございます。１項１目 

事務費負担金は３億６，１０４万６，９７２円で、保険給付関係事務に係る市町から

の負担金で、負担割合は一般会計の市町負担金と同じでございます。 

 １項２目 保険料等負担金は１７４億４９万５，７１３円で、各市町が徴収した被

保険者の皆様の保険料と、低所得者に対する保険料軽減措置の補塡分でございます。 

 １項３目 療養給付費負担金は１７５億８，９７１万４，７６６円で、各市町の医

療費の実績に基づく負担対象額の１２分の１の額でございます。 

 次に、２款 国庫支出金、８０１億６，０４４万１，５３８円でございます。 

 まず、１項１目 療養給付費負担金は５４３億４，４７２万２，２０６円で、医療

費に係る国の負担、負担対象額の１２分の３の額でございます。 

 １項２目 高額医療費負担金は１０億４，３３４万７，４７４円で、レセプト１件

当たり８０万円を超える額のうち、保険料等で賄うべき部分の４分の１の国の負担分

でございます。 

 ２項１目 調整交付金は２４７億３，１５０万９，０００円で、広域連合間の財政

調整を目的とした普通調整交付金、原爆被爆者及び被爆体験者に係る医療費が多額で

あるなどの特別な事情に対し交付される特別調整交付金でございます。 

 ９ページをご覧いただきたいと思います。 

 ３款 県支出金、１９０億４，５４８万３，５１１円でございます。 

 まず、１項１目 療養給付費負担金は１７４億６，９８２万３，５８４円で、医療

費に係る県の負担、負担対象額の１２分の１の額でございます。 

 ２項１目 財政安定化基金交付金は５億円で、長崎県が設置しております財政安定
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化基金の一部を取り崩し、交付を受けたものでございます。 

 次に４款 支払基金交付金、８６２億５，４９０万４，４５５円でございますが、

これは現役世代の負担を財源とする交付金でございます。 

 次に７款 繰入金、１４億１，１８７万５，０００円でございますが、これは財政

調整基金を取り崩し、繰り入れたものでございます。 

 次に８款 繰越金、１１９億９，１２１万７，２６５円でございますが、これは令

和２年度の決算剰余金を繰越金として受け入れたものでございます。 

 １０ページをご覧いただきたいと思います。 

 １０款 諸収入、２億２，８２３万８，２５３円でございますが、３項４目 第三

者納付金、２億１，１０６万２，１０８円で、これは交通事故など第三者行為に起因

する医療給付に対し、その第三者から納付された賠償金でございます。 

 １１ページをご覧ください。 

この１１ページからが歳出になります。 

 歳出につきましても、主な款ごとに支出済額をご説明いたします。 

 なお、歳出につきましては黄色の表紙の「主要な施策の成果説明書」の４ページか

ら特別会計を記載しておりますので、こちらもご参照いただければと思います。 

 それでは緑色の表紙の説明資料、１１ページをご覧いただきたいと思います。 

 １款 総務費、３億７，２７４万４，５７４円でございます。 

 まず、１項１目 一般管理費は２億３，３２８万５，９５０円で、共同電算処理手

数料、画像レセプト管理システム手数料、標準システム運用業務並びに保守業務委託

料などでございます。 

 次に２項 医療費適正化事業費、１億３，９４５万８，６２４円でございます。 

 まず、１目 レセプト点検事業費は２，４７３万１１４円で、診療報酬明細書、い

わゆるレセプトの点検業務委託料などでございます。 

 ５目 医療費通知事業費は６，１９４万３，４２１円で、年３回実施しております
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医療費通知作成業務委託料及び郵送料などでございます。 

 １２ページをご覧いただきたいと思います。 

 ２款 保険給付費、２，１６６億２，２３９万３，００７円でございます。 

特別会計決算の説明の冒頭でお話しさせていただいたとおり、特別会計歳出総額

の約９５％を占めております。 

 まず、１項１目 療養給付費は２，０６４億６，２５２万７９１円で、入院、外来、

歯科、調剤に係る診療報酬などでございます。 

 ２目 訪問看護療養費は９億９１５万３，９７１円で、被保険者が居宅で受けた訪

問看護に対する給付でございます。 

 ５目 審査支払手数料は４億９，０５４万７，９０２円で、国保連合会が行った約

７１６万件のレセプト審査に係る手数料でございます。 

 次に２項 高額療養諸費、１目 高額療養費は８２億８，７９５万２，３３７円、 

２目 高額介護合算療養費は１億９，７０６万７，４９１円でございます。 

 次に３項 その他医療給付費、１目 葬祭費は２億７，２９４万円、２目 傷病手

当金は１３万３，２６５円でございます。この傷病手当金は、新型コロナウイルス感

染症に感染した、又は感染の疑いがあり仕事を休んだ被保険者に対して支給を行った

もので、支給件数は２件でございます。 

 １３ページの中ほどをご覧いただきたいと思います。 

 ５款 保健事業費、５億８，１５３万９，７５６円でございます。 

 まず、１項１目 健康診査費は３億８２２万６，４４５円で、各市町で実施してい

る健康診査の業務委託料等でございます。 

 ２目 その他健康保持増進費は２億７，３３１万３，３１１円で、その主なものと

しましては、お口いきいき健康支援口腔ケア事業に係る手数料、はり、きゅうの施術

に対する助成金、令和２年度から取り組んでおります高齢者の特性を踏まえた地域保

健事業、いわゆる一体的実施事業に係る業務委託料などでございます。 
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 この保健事業費につきましては、黄色の表紙の「主要な施策の成果説明書」で実績

等をご説明させていただきますので、黄色の表紙「主要な施策の成果説明書」の１１

ページをご覧いただきたいと思います。 

 １１ページの中ほどの表に、先ほどご説明した健康診査に係る市町ごとの被保険者

数・受診者数などを記載しておりますが、受診者数の合計は表の中ほど「受診者数」

の列の一番下に記載のとおり、３万２，８９４人でございます。 

 次に、１２ページをご覧いただきたいと思います。 

 お口いきいき健康支援口腔ケア事業に係る市町ごとの受診者数、延べ受診回数等を

表に記載しており、それぞれの列の一番下、合計の欄に記載のとおり受診者数は１，

５１３人、延べ受診回数は２，９５４回でございます。 

 １３ページをご覧いただきたいと思います。 

 はり、きゅう施術費助成事業に係る市町ごとの助成人数、助成回数等を表に記載し

ております。それぞれの列の一番下、合計の欄に記載のとおり助成人数は６，９６７

人、助成回数は８万９，７４２回でございます。 

 １４ページをお開きいただきたいと思います。 

こちら１４ページの上段には、糖尿病性腎臓病重症化予防事業に係る市町ごとの

実績を表にして記載しておりますので、ご参照いただきたいと思います。 

 １５ページをご覧ください。 

 資料中ほどの「９ 高齢者の特性を踏まえた地域保健事業」、いわゆる一体的実施

事業でございますが、これは先ほど申し上げましたが令和２年度から取り組んでいる

事業で、令和３年度は表に記載しております１７市町で実施いたしました。 

 それでは、申し訳ございませんが緑色の表紙の説明資料に戻っていただきたいと思

います。緑色の資料の１３ページをご覧いただきたいと思います。 

 １３ページの資料の下段、６款 基金積立金、３７億７，６４６万３，０００円で

ございますが、これは財政調整基金への積立金でございます。 
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 １４ページをご覧いただきたいと思います。 

 ８款 諸支出金、５６億２，９７２万７２３円でございます。 

 １項２目 償還金は５６億１，２８７万８，０６３円で、令和２年度に概算交付さ

れました国及び県からの負担金等を令和３年度に精算し返還したものでございます。 

 以上が、令和３年度長崎県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計歳入歳

出決算でございます。 

 なお、参考資料として１５ページに「参考１ 市町別医療給付費等前年度比較表」

を、そして１６ページ、１７ページに「参考２ 市町負担金前年度比較表」を記載し

ておりますので、ご参照いただきたいと思います。 

 １８ページをご覧いただきたいと思います。 

 こちらには「基金の推移見込み」として、財政調整基金の推移を表にして記載して

おります。表の左側に記載のとおり、一般会計と特別会計を区分して記載しておりま

す。一番下の行が財政調整基金全体の金額でございます。表の左から２列目「令和２

年度末残高」は７６億６，１０８万１，０００円で、表の中ほどに記載しております

令和３年度に取崩し及び積立てを行った結果、表の左から５列目「令和３年度末残高」

は１００億３，３４２万４，０００円となっております。 

 それでは次に、水色の表紙の「令和３年度長崎県後期高齢者医療広域連合各会計歳

入歳出決算審査意見書」により、特別会計における前年度と比較して大きな差がある

もの及び不用額の主なものについてご説明いたします。 

 水色の表紙「審査意見書」の２５ページをご覧いただきたいと思います。 

 まず歳入でございますが、１款 市町負担金において、表の右側「前年度比較」の

列の一番下に記載のとおり、２億３，２３１万２，０００円の増となっております。

増となった主な理由は表の下に記載のとおり、低所得者に対する保険料軽減特例措置

の見直しなどにより、２目 保険料等負担金が増加したことなどによるものでござい

ます。 
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 ２６ページをご覧いただきたいと思います。 

 ２款 国庫支出金において、表の右側「前年度比較」の列の一番下に記載のとおり、

３６億３，９９０万１，０００円の減となっております。減となった主な理由は、表

の下、１項１目 療養給付費負担金に記載のとおり、厚生労働省が示す算定に係る調

整率が前年度より減少したことによるものなどでございます。 

 ３０ページをご覧いただきたいと思います。 

 上段の８款 繰越金において、表の右側「前年度比較」の列の一番下に記載のとお

り、７６億７４９万８，０００円の増となっております。増となった理由は、表の下

に記載のとおり、前年度に概算交付を受けた国庫支出金等の精算・返還分が増となっ

たこと、保険給付費相当の決算剰余金が増となったことでございます。 

 次に歳出における主な不用額でございますが、３４ページをお開きいただきたいと

思います。 

 ２款 保険給付費における不用額として、表の中ほど「不用額」の列の一番下の欄

に記載のとおり、８１億６，２２８万４，０００円が生じております。これは療養給

付費等が予算編成時の見込みを下回ったことなどによるものでございます。 

 ３６ページをご覧いただきたいと思います。 

 ５款 保健事業費における不用額として、表の中ほど「不用額」の列の一番下の欄

に記載のとおり３億３，５３５万６，０００円が生じております。これは高齢者の特

性を踏まえた地域保健事業において、委託料の積算根拠となる実施市町の圏域数が見

込みを下回ったことなどによるものでございます。 

 説明が長くなってしまい申し訳ございません。以上で「議案第８号及び議案第９号」

の説明を終わります。 

 よろしくご審議いただきますようお願いいたします。 

 

 



―２２― 

○議長（深堀義昭君） 

 それでは、各議案に対する質疑を行います。 

 なお、質疑の際は質疑箇所のページをお示しくださいますようお願いいたします。 

 質疑ございませんか。 

 １１番、渕瀬栄子議員。 

 

○１１番（渕瀬栄子君） 

 ９号議案についてでありますけれども、緑色の表紙の資料、１１ページに訪問指導

事業費として業務委託料が７５６万８，０００円、支出されています。黄色の冊子の

６ページに、訪問指導実人数が８００人、改善があった者が４３３人で、改善率が５

４．１％と報告されております。令和２年度では、改善があった者が５２２人で改善

率が６５．３％でした。両年度とも新型コロナウイルス感染症の影響があったのでは

ないかと思われますが、改善率が６５．３％から５５．１％に下がったことへの分析

をどう見ておられるかについて、お尋ねしたいと思います。 

 それでデータヘルス計画の１１ページや懇話会、令和３年度第２回ですけれども、

１７ページから１８ページに市町別の資料が、令和２年度の分で上がっております。

それと比べて令和３年度はどういう状況だったのかも含めてお尋ねしたいと思います。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事業課長。 

 

○事業課長（山下利久君） 

 訪問指導事業についてお答えいたします。 

 まず改善率でございますが、先ほどのご意見のとおり今回、改善率が５４．１％と

いうことで、前年度に比べて改善率が下がっておる状況でございます。こちらの黄色
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の表紙の６ページで、先ほどの訪問指導実日数、実人数につきましては８００名とい

うことで、こちらは目標の訪問人数、これは３年度も２年度も同じく８００名という

ことで、訪問指導数につきましてはどちらも達成となってはおりましたが、結果的に

その後の調査で、診療状況などにつきまして改善があったものが下回っているという

状況でございます。この訪問指導の中で被保険者の皆様から、いろいろ相談に乗って

いただいたというご意見も頂戴しておりますが、改善率が下回った要因については、

はっきりしたものがない状況でございます。 

 また、データヘルス計画との比較という状況でございますが、こちらにつきまして

は令和２年度から新型コロナの影響で、離島地域につきましては訪問がなかなか実施

できにくいという状況がございました。ただ、目標の８００人の訪問につきましては、

数字的にはクリアをしているという状況でございます。 

 改善率につきましては、医療費の状況などもございまして、今回、令和３年度の数

値については残念ながら目標には届かなかったという状況でございます。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 １１番、渕瀬議員。 

 

○１１番（渕瀬栄子君） 

 ご答弁いただきました、新型コロナウイルス感染症の関係で難しいところも多々あ

ったと思います。先ほど私が申し上げましたデータヘルス計画の１１ページにこの訪

問指導事業について、うまくいった要因とうまくいかなかった要因が示されておりま

す。うまくいかなかった要因は、市役所や町役場以外からの通知や訪問となるため拒

否されることが多く、事業周知や対応などを検討する必要がある。そこで見直しの改

善策として、一体的実施の取組に合わせ、市町へ事業を移行して市町の職員が訪問す



―２４― 

ることで事業効率を高めるとあります。そのように見直しがされているのかどうかを

確認させていただきたいと思います。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事業課長。 

 

○事業課長（山下利久君） 

 お答えいたします。 

 この訪問指導事業につきましては、ある専門業者に委託しているという状況でござ

います。そのために、訪問の際は対象被保険者の皆様にまず訪問のご案内をいたしま

す。その後、自宅に直接訪問をするわけでございますが、突然の訪問となりますので、

やはり被保険者の皆様としましては、地元の市町の医療専門職の方が話しやすいとい

う状況があろうかと思います。 

 この訪問指導事業につきましては、一体的実施事業の中にも同じようなメニューが

ございますので、訪問指導事業について取り組んでいる市町につきましては、一体的

実施事業として行っている市町との重複がないよう地域の調整を行っているという状

況でございます。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 １１番、渕瀬議員。 

 

○１１番（渕瀬栄子君） 

 一体的実施事業として取り組んでいるところは、いわゆる市町で対応しているとい

うことで、一体的実施事業をやられていない自治体については、この訪問指導事業を
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やられているという答弁、説明をいただきましたけれども、令和４年３月１８日のこ

の事業に関わる入札結果がありまして、これを見ますと事業者が熊本県所在だったり、

東京都所在だったりするわけですね。この事業者の支店が長崎にあるのかもしれない

ですけれど、先ほどありましたように、やはり地域といいますか、その自治体に詳し

い密接な保健師さんとかに訪問指導していただくのがベターではないかなと思います

が、このあたり、どうして県外の事業者に委託という状況になっているのかをお尋ね

したいと思います。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事業課長。 

 

○事業課長（山下利久君） 

 お答えいたします。 

 まず、このような保健事業に取り組んでいる事業者につきましては、やはり限られ

ているという状況がございます。この訪問事業に従事する医療専門職でございますが、

先ほど議員が言われたとおり、事業所については福岡の業者であったり、熊本の業者

であったりという状況でございますが、コロナ禍以降については県内の医療専門職を

従事させるということで、令和３年度については３２名の医療専門職に取り組んでい

ただきましたが、おおむね長崎県内の医療専門職の方であったという状況でございま

す。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ほかに。 

 １８番、相浦議員。 
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○１８番（相浦喜代子君） 

 それでは緑の表紙でいうと１３ページ、それから黄色でいうと６ページから７ペー

ジになりますが、先ほど渕瀬議員からも質疑があった部分でいくと、やはり令和２年

度から改善がある方が減っていくことは、全体の質を落としていくことになるので、

やはり何が問題なのかは把握すべきではないかと思うんです。 

 業者から、今回の結果報告というのがあるはずです。だから、それを私たちもある

程度情報提供していただくと全体、県内の中でどのようにこれが生かされているのか

が分かるんじゃないかと思うんです。それで業者からの報告書についての精査という

か、そういったものがなされているのか、１つだけ、ここに関してお尋ねいたします。 

 それから、るるご説明があっている中で、やはり保険料の制度の見直し等で大概、

印刷物が去年から今年にかけてどんどん印刷されています。今回の一定のパンフレッ

トの制作及び配布によって周知できたものとお考えになっていらっしゃるのか。これ

はまた、どんどんどんどん、印刷物だけ増やしていって、何が書いてあるのか、被保

険者の皆様にしっかりとそれが伝わっているのかどうかは、なかなか私たちも見る機

会がないものですから、そのあたりをどのように認識されているのかという点です。 

 それと第三者行為求償事業の部分で、これは大体、交通事故の部分でということに

なるのですが、黄色の表紙の７ページに令和３年４月から令和４年１月までで２２２

人と書いてあります。高齢者の交通事故は年々増えてはいるわけですが、ほぼ交通事

故なのか、もしくは出向いた先、要はデイサービスであったり医療機関関係であった

り、これはどう考えてもその方の保険で払うものではないんじゃないかというのがあ

ったのかどうかですね。そのことについてまずはお尋ねいたします。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事業課長。 
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○事業課長（山下利久君） 

 まず１点目の訪問指導事業についてでございます。この実績につきましては業者か

ら報告書はいただいておりまして、この改善率の内容についても報告をいただいてお

ります。改善率につきましては、個々の患者様の状況など前年との比較の必要もござ

いますので、詳細な分析については今後進めてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 次に２点目の第三者行為求償事務についてでございます。黄色の資料の７ページ、

先ほどの対象者の２２２名でございますが、先ほど言われましたとおり大半は交通事

故でございますが、手持ちの資料ではちょっと詳細な人数は分かりませんが、一部、

ペットの犬から噛まれたとか、そういったものでの求償もございます。 

 こちらの７ページの資料は歳出でございまして、国保連合会委託の分の手数料にな

ります。連合会に委託している分は、ほぼ交通事故の案件ということになります。 

 令和４年度から、国保連合会が全ての事故案件を取り扱うように変更となりました

ので、今後の実績は変わってくるのではないかと思っております。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事務局長。 

 

○事務局長（本多浩志君） 

 もう１点、周知、リーフレットやパンフレット、そういったものの印刷物の効果が

どうかという点でございます。私ども被保険者の皆様に今回の制度改正もそうですけ

ど、いろいろな内容を周知しております。今後、病院にかかったりする際に不都合が

出てきては困りますので、リーフレット等を作成する場合は、とにかく被保険者の皆

様、高齢者の皆様に見ていただけるようなもの、そして内容についても分かりやすい
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内容、理解していただけるような内容を心がけて作っております。私どもとしては、

リーフレット等に記載している内容につきましては、被保険者の皆様方にご理解いた

だいているものというふうに考えているところです。 

以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 相浦議員。 

 

○１８番（相浦喜代子君） 

 分かりました。あと、たくさんあり過ぎて、どこをどう聞くかもあるんですが、全

体的には、昨年もコロナ感染症に関して、受診控えがありますということで、どちら

かというと、予算よりも決算額が下回っていたということがありました。今期もどち

らかというと例年よりも、昨年度よりも下がっております。 

 これが、いい意味で健康増進につながっていくならいいですが、コロナ禍がある程

度、一定落ち着いたときにまた、受診率が急激に上がっていく可能性、これは資料を

いただいている水色の監査意見書、これの４４ページを見ていただくと、中段ほどに、

やはりこのことが記載されています。 

 新型コロナウイルス感染症の影響により減少していた医療費が感染症拡大前の水準

に少しずつ戻っている。 

 よって、この後、これが上がっていくんではないかと明記されているところでもあ

りますが、そのあたりの今後の見通しを、今回の決算を見てどのように認識なさって

いるのかお尋ねします。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事務局長。 



―２９― 

○事務局長（本多浩志君） 

 監査意見書の中段あたり、今後の医療費の推移といいますか、見込みについてです

が、新型コロナウイルス感染症がこれからどう動いていくのかが正直、私どもも見え

ないところがございます。 

 ただ、新型コロナウイルス感染症の、この拡大が一定落ち着いた時に、議員のおっ

しゃるとおり病院にまた通い出すのか、それとも、今まで少し我慢をしているとか、

健康になろうという意識を持っていただいたのかもしれませんし、今後どうなるかと

いう点は正直、難しいところでございます。 

 ただ私どもとしては、令和元年度がコロナウイルス感染症拡大前の水準になります

ので、そこをベースにしながら、今後も医療費の動きを見込んでいきたいというふう

に考えておりますし、それと併せて保健事業に力を入れて健康な被保険者の皆様にな

っていただきたいというふうなことで、保健事業にも力を入れていくということ、併

せて医療費が急激に上がった時に、どのように財源措置をしていくのかという部分も

ございます。この点については、やはり財政調整基金をうまく活用しながら対応して

いかなければならないというふうに考えているところです。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 相浦議員。 

 

○１８番（相浦喜代子君） 

 はい、ありがとうございます。大まかなところを先に聞いてしまって、また細かい

ところを聞くのも何ですが、先ほどおっしゃったように、その中で、特に黄色い表紙

の分の１２ページで、そういった事業費があるわけですね。健康に過ごしてもらうた

めの幾つかの事業の中で、今回、「お口 ” いきいき ”健康支援事業」、この分だけ取
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りあえず言わせていただくと、私、諫早市から出ておりますが、突然、諫早市が昨年

度より上がったんです。 

 その上がったということはいいことなんです。１８１人に増えているので。それは

何が要因であったかによっては、各市町にも同じようなことをやっていけば受診者が

増えていくということにつながって、先ほど事務局長がおっしゃったように、健康な

被保険者を増やしていくというところにつながるのかなと思うわけです。そこで私は、

一応このデータを見ながらこの機会にお尋ねしております。 

 端的に、この諫早市で言うと何か変わったことをしたのかどうか。それは諫早市と

一緒になって何かしたのか、広域連合で何かしらしたのか、そのことについてお尋ね

いたします。相対的には、受診者がはりきゅうにしても減っているんです。 

 ただ、この方が行っている回数が増えているのが、この令和３年度の決算の大体の

流れかなというふうに思っているものですから、このお尋ねをさせていただきたいと

思っております。 

 それともう一つ、あと戻って申し訳ないですが、黄色い表紙の８ページに保険給付

費の部分で、療養諸費がございます。特にこの中でも訪問看護、療養費については金

額が昨年度より上がってきています。 

 これは国が進めています在宅医療、在宅看護・介護というところでの、国の制度に

基づき、やはり後期高齢の部分も訪問看護の部分が増えてきているという見方でよい

のか、在宅での看取り、看取りまではいいですけど、在宅での看護・介護が随分と広

がっていっているのかなと。それか、もしくはコロナ禍でこんなになったんですよと

いうことなのか、一過性のものなのか、そこをお尋ねします。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事業課長。 
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○事業課長（山下利久君） 

 まず、お口いきいき、口腔ケア事業での諫早市の事例でございます。大体、諫早市

は前年度と比較しまして約６０名ほど受診者数が伸びている状況でございます。これ

は、諫早市が保健事業として健診の勧奨を行う際に、歯ブラシセットなどを同封しま

して受診を勧奨、呼びかけたという状況でございます。 

 同時に、そのアンケートの回答をいただいた際に、口腔ケア事業の受診券の送付を

希望されるかというような状況を聞き取った中で、連絡があった方に対して広域連合

から受診券をお送りして勧奨を行ったという、こういう経過でございます。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事務局長。 

 

○事務局長（本多浩志君） 

 ２点目の訪問看護の部分でございます。 

 要因としては、議員おっしゃるとおり、国が進めるその在宅での医療という面、そ

れとやはりコロナ禍で病院に行くのをちょっとためらう。しかし、医師の診断を受け

たいというふうなこともあるかと思います。ですから、一概にどちらの理由というこ

とではなく、両方の面での影響かなというふうに考えているところです。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ほかに。１３番、山口議員。 
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○１３番（山口欽秀君） 

 青い表紙の３６ページです。第５款、保健事業費のところでお伺いします。 

 不用額が出ているということで健康診査費について、健康診査についてまずお伺い

します。 

 このピンクの報告事項の中にもありますが、受診率が極めて低い状態があるという

ことが言われておりますし、この不用額についても受診者数が予定より下回ったとい

うことであります。壱岐市の場合も平成２８年は３．２％で、令和２年は１３％と、

じわじわと増えているんですが、今年は２０％というふうで、なかなか増えていない

という状況ですが、この健診の部分で、報告の中にありますように、どういう取組が

あって、どういう問題があったのかということでの、どういう話し合いがなされたの

かをまずお聞きします。 

 もう一つは、不用額が出ているはりきゅう助成の問題ですが、このはりきゅう助成

の制度も、この制度が出来てずっとこの今の状態、月５回、１回７００円の支給とい

うことで進んでいると思うんですが、これも利用率が極めて低い。 

 つまり、市民にとっては使いづらいという点があるんではないかというふうに思い

ますが、どのように受け止められているかお聞かせください。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事業課長。 

 

○事業課長（山下利久君） 

 まず、１点目の健康診査費でございます。 

 こちらにつきましては、コロナ禍以降、これまでの集団健診主体の健診の受診状況

が変わってきている状況でございまして、現在、予約制でございますとか、人数制限

などを行っている状況でございます。 
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 そのために、やはりコロナ禍前よりも受診する機会が、少なくなっていることも要

因の一つかなというふうに思っている状況でございます。 

 その中で、懇話会でも、いろいろ意見を頂戴しているところでございます。コロナ

禍の中でも受診率が２か年連続でアップしている市町、東彼杵町でございますが、こ

の東彼杵町につきましては、インセンティブの制度を設けてございます。受診率が高

い地域につきましては報奨金制度を設けているということで、受診率向上にインセン

ティブの要素を取り入れたほうが、取り入れるのもいいんではないかというご意見を

頂戴しているところでございます。 

 次に、２点目のはりきゅう施術費についてお答えいたします。 

 こちらにつきましては、１回７００円、月５回までという条件がございまして、確

かにご指摘のとおり、多くの回数をかかってらっしゃる方については使いづらいとい

うようなご意見も頂戴してございます。この助成費については、予算のこともござい

ますので、今後どのようにするのか考えていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 １３番、山口議員。 

 

○１３番（山口欽秀君） 

 健康診査についてですけども、壱岐市の場合、何で低率なのかと担当に聞いて、や

っぱり広報が、市民への周知が徹底していないということで、それをやり始めたら少

しずつ上がってきたよと言いました。それはそうだと思います。 

 それでもなおかつ、まだ２０％ということで、そういう意味ではこのままこの制度

を続けて、先ほど言いましたようにインセンティブをつけてということですけども、

それだけでは高齢者が、この健診に参加するかは、なかなか難しいかなと思い、制度



―３４― 

的なものでの検討も必要じゃないかなというのが私の意見です。 

 それからもう一つ、はりきゅうの問題ですが、高齢者ですから足や腰が痛いという

のは多くの方の問題ですよね。農業をやりながら、腰が痛い、膝が痛いということで、

時間があればというふうに希望はあるわけですけども、何せお金がかかるということ

ですね。はりきゅう・あんまで１回に３，５００円から４，０００円、かかるという

ことですので、これを月５回というふうにはなかなか、一般の収入の市民では到底考

えられないということで、やっぱりもう少し助成、回数は減らしてでも助成を増やす

というようなことが、金額７００円ではやっぱり、３，５００円から４，０００円で

すから。 

 それと、接骨院に聞くと、保険が利かない。保険を利かせるためには、お医者さん

の処方箋が要ると。その上でしか保険適用での施術が出来ないというふうに言われる

わけですから、それもやっぱり病院へかかって診察してもらって、医療費を払って、

その後、接骨院に来ると。こういう流れになっているので、ますます使いづらい状況

があるんではないかなと。そういう面でこの制度、ぜひ、高齢者にとっては必要だし

普及を促すためにはもう少し使いやすい制度にというふうに思いますが、いかがでし

ょうか。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事業課長。 

 

○事業課長（山下利久君） 

 まず、はりきゅうについてでございます。先ほど議員がおっしゃるとおり、はりき

ゅう、保険が利かない場合は、先ほどの約３，０００円程度、１回当たりかかるとい

う実態がございます。かつ保険診療も認めてございまして、先ほど、医師の診断書を

持ってはりきゅうにかかった場合は保険が利くという制度がございまして、その分は
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最初に主治医から診断書をいただかないと保険が利かないというような、そういう保

険診療上の制度の手間がかかってくるという実態がございます。 

 確かに、高齢者についてはなかなか使いづらいような、保険診療で行う場合、使い

づらい実態がございます。 

 そのために、このはりきゅうの助成につきましては、先ほどの保険診療で行わない

場合に７００円の補助を行うということで、保健事業で取り組んでいる状況でござい

ますので、こちらは限られた予算もございますので、今後いろいろご意見を頂戴しな

がらこの事業について取り組んでいきたいというふうに思っております。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 １３番、山口議員。 

 

○１３番（山口欽秀君） 

 はい、その３，５００円から４，０００円がかかるわけですよ。そのうちの７００

円はということですから、でも高齢者にとって回数を重ねれば負担ですから、もう少

しこう、物価の値上がりもありますし、高齢者の生活に合わせた補助を考えていただ

きたいとお願いして終わります。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ほかに、ありませんか。ほかになければ、これをもって「議案第８号及び第９号」

に対する質疑を終結いたします。 

 これより議案ごとに順次、討論・採決を行います。 

 まず、第８号議案「令和３年度 長崎県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出

決算」に対する討論に入ります。 
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【討論なし】 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ありませんか。討論を終結いたします。採決をいたします。 

 「第８号議案」は原案のとおり認定することにご異議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ご異議なしと認めます。 

 よって「第８号議案」は原案のとおり認定されました。 

 次に、第９号議案「令和３年度 長崎県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特

別会計歳入歳出決算」について討論に入ります。ありませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 

 

○議長（深堀義昭君） 

 なければこれをもって討論を終結し、採決をいたします。 

 「第９号議案」を原案のとおり認定することにご異議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ご異議なしと認めます。 
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 よって、第９号議案は原案のとおり認定されました。 

 次に、日程８「議案第１０号」を議題といたします。 

 事務局の説明を求めます。事務局長。 

 

○事務局長（本多浩志君） 

 ただいま上程されました議案第１０号「長崎県後期高齢者医療広域連合職員の育児

休業等に関する条例の一部を改正する条例」についてご説明いたします。 

 白色の表紙の定例会議案は、６５ページから７１ページまで。緑色の表紙定例会説

明資料は１９ページから２７ページまででございますので、併せてご覧いただければ

と思います。 

 それでは、まず白色の表紙、定例会議案の６７ページをご覧いただきたいと思いま

す。 

 ６７ページの下段、提案理由に記載のとおり、地方公務員の育児休業等に関する法

律、及び育児休業、介護休業等、育児または家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律、及び雇用保険法の一部を改正する法律の一部を改正する法律が公布され、働きな

がら育児や介護がしやすい環境整備を進めるため、育児休業の取得回数制限の緩和等

が示されましたので、広域連合職員の育児休業等に関する条例について所要の整備を

行うものです。 

 この条例につきましては、今年２月に開会されました広域連合議会定例会におきま

して条例改正の議決をいただきましたが、働きながら育児や介護がしやすい環境整備

をさらに進めるための条例改正でございます。 

 改正条文につきましては６８ページから７１ページに記載しておりますが、その内

容につきまして緑色の表紙、定例会説明資料でご説明したいと思います。 

 申し訳ございません。定例会説明資料の２１ページをご覧いただきたいと思います。 

横書きの表の中ほど、主な内容の上段に記載のとおり、今回の改正法において、育児
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休業の取得回数が原則２回までに改められたこと、国家公務員における育児参加のた

めの休暇対象の拡大等が実施されることから、地方公務員についても国家公務員の措

置との均衡を踏まえることが求められており、所要の整備を行うものでございます。 

 まず、「主な内容」の「１．育児休業の取得回数制限の緩和等」の①及び②に記載

のとおり、改正法において育児休業の取得回数が原則２回となり、これに加え、主に

男性でございますが、子供の出生後８週間以内に取得できる育児休業を２回取得でき

ることとなります。 

 また、③に記載のとおり、改正法における再度の育児休業取得に係る、条例で定め

る特別な事情に関して、育児休業計画書により申し出た場合の、再度取得に係る規定

の削除、及び任期を定めて採用された職員の任期の更新があった場合の規定を整備す

るものです。 

 次に、２１ページから２２ページにかけてでございますが、「２．非常勤職員の子

の出生後８週間以内の育児休業の取得要件の緩和」に記載のとおり、非常勤職員の育

児休業の取得要件として、子供が１歳６か月に達する日までに任期が満了すること、

及び任命権者を同じくする職に引き続き採用することが明らかでない場合は取得でき

ないという要件の、任期満了までの期間の部分を、子供の出生日から８週間と６月を

経過するまでに任期が満了すると、任期の期間要件を緩和するものでございます。 

 併せて、２２ページ「３．常勤職員の子が１歳以降の育児休業の取得の柔軟化」に

記載のとおり、これまでは非常勤職員は、子供の１歳到達日の翌日を初日とする育児

休業のみ取得できるとされていましたが、これを、非常勤職員の配偶者が子供の１歳

到達日の翌日以降も育児休業をする場合は、その配偶者の育児休業期間の末日の翌日

より以前の日を初日として、夫婦交代での取得や特別な事情がある場合の、柔軟な取

得を可能とするなどの規定を整備するものでございます。 

 施行期日は主な内容の一番下に記載のとおり、令和４年１０月１日でございます。

２３ページから２７ページに条例の新旧対照表を記載しておりますので、ご参照いた
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だきたいと思います。 

 議案第１０号の説明は以上でございます。 

 よろしくご審議いただきますようお願いいたします。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 それでは、議案に対する質疑を行います。なお、質疑の際は質疑箇所のページをお

示しください。ありませんか。 

 

【「なし」という者あり】 

 

○議長（深堀義昭君） 

 なければ、これをもって「議案第１０号」に対する質疑を終結いたします。 

 これより、討論、採決に入ります。 

 議案第１０号「長崎県後期高齢者医療広域連合職員の休暇等に関する条例の一部を

改正する条例」に対する討論に入ります。 

 討論ありませんか。 

 

【討論なし】 

 

○議長（深堀義昭君） 

 討論を終結し、採決をいたします。 

 「議案第１０号」を原案のとおり可決することにご異議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 
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○議長（深堀義昭君） 

 ご異議なしと認めます。よって「議案第１０号」は原案のとおり可決されました。 

 次に、日程９「協議等の場の開催について」を議題といたします。 

 事務局の説明を求めます。事務局長。 

 

○事務局長（本多浩志君） 

 ただいま議題となりました、「協議等の場の開催について」ご説明いたします。 

 本日お配りしました資料「協議等の場の開催について」をご覧いただきたいと思い

ます。 

 これは地方自治法第１００条第１２項及び長崎県後期高齢者医療広域連合議会会議

規則第１２５条の規定に基づき、協議等の場を臨時に設けるため、議会の議決を得よ

うとするものでございます。 

 この協議等の場につきましては、令和３年１０月２８日に初めて開催し、令和４年

２月議会定例会においてご報告させていただきました。令和４年度も開催しようとす

るものでございます。 

 ２ 目的に記載のとおり、広域連合の事業概要の説明及び議員相互による意見交換

を行うこととしており、開催時期につきましては５ 期間に記載のとおり令和４年１

１月中旬頃を考えております。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ただいまの「協議等の場の開催」について可決することにご異議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 
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○議長（深堀義昭君） 

 ご異議なしと認めます。 

 よって「協議等の場の開催」については可決することに決定いたしました。 

 次に、日程１０「議会運営委員の選任について」を議題といたします。 

 本件につきましては、議員の任期満了及び辞職により欠員が生じているため、選任

するものであります。議員の選任につきましては、議会委員会条例第５条の規定によ

り議長において指名をいたしたいと思います。 

 議会運営委員に、長崎市の五輪清隆議員、南島原市の寺澤佳洋議員を指名いたしま

す。これにご異議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ご異議なしと認めます。 

 よって、ただいま指名いたしましたとおり、五輪清隆議員、寺澤佳洋議員を選任す

ることに決定いたしました。 

 委員長互選のため、直ちに議会運営委員会を開催してください。 

 委員会開催のため暫時休憩をいたします。 

 

（休  憩）  

 

（再  開） 
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○議長（深堀義昭君） 

 会議を再開いたします。 

 休憩中に開かれました議会運営委員会における委員長の互選の結果をご報告いたし

ます。委員長に長崎市の五輪清隆議員が選任されました。 

 次に、日程１１「一般質問」を行います。 

 なお、一般質問につきましては議会運営委員会の申し合わせにより、時間は質問・

答弁を含め１人３０分以内となっております。１１番、渕瀬議員。 

 

○１１番（渕瀬栄子君） 

 皆さん、お疲れさまです。西海市議会選出の渕瀬栄子です。 

 通告しておりました２項目について、質問いたします。 

 第１項目めとして、原爆被爆者や被爆体験者に係る特別調整交付金の交付要件につ

いて、令和３年８月定例会において原爆被爆者に対する医療について一般質問したと

ころ、原爆被爆者や被爆体験者に係る特別調整交付金の交付要件は、総医療給付費に

占める原爆被爆者に係る医療給付費の割合が１００分の３を超えなければならないと

いう要件が設定されており、要件が満たされなければこの特別調整交付金が終了する

との答弁でありました。 

 被爆者一人一人に寄り添った医療のためには国に対して交付要件の見直しを求める

必要があると思いますが、連合長の見解を伺います。 

 第２項目めとして、７５歳以上の医療費窓口２割負担について、令和４年２月定例

会において、７５歳以上の医療費窓口２割負担の導入と後期高齢者医療保険料の負担

増が重なれば、後期高齢者に医療受診をためらわせ、命と健康に大きな影響が出るの

ではないかと一般質問したところ、本件では約１６％、３万５，０００人余りの被保

険者が２割負担となり、外来受診で１か月の負担増が３，０００円以内となる措置を

施行後３年間行う配慮がなされるが、一時的に受診を控える可能性を否定できないと
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の答弁でありました。 

 今般の新型コロナウイルス感染症禍、物価高騰、年金支給額減額などの状況を鑑み

れば、一時的な受診控えにとどまらないのではないかと懸念しております。 

 後期高齢者の命と健康を守るためには、医療費窓口２割負担中止を緊急要望するべ

きではないかと思いますが、連合長の見解を伺います。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 連合長。 

 

○連合長（田上富久君） 

 渕瀬栄子議員の質問にお答えします。 

 まず、１点目の原爆被爆者や被爆体験者に係る特別調整交付金の交付要件について

です。ご質問の調整交付金制度のうち、普通調整交付金は各広域連合間の地域財政格

差の均衡を図る目的があり、一方で地域固有の特別な事情がある場合にはその事情に

応じて特別調整交付金において交付されることとなっています。 

 長崎県では被爆者医療が他県にない特徴となりますが、被爆者の方に係る医療費は

被爆者以外の方の医療費に比べて高く、全体の１人当たり医療費を押し上げる要因と

なっています。 

 このため、被爆者に係る医療費が多額であるとして、国から特別調整交付金を令和

３年度決算におきましては約６１億円、交付されております。 

 この特別調整交付金が交付されることが、保険料を低く抑えることができる要因の

一つともなっています。高齢者の医療給付費の増加に伴う財政負担の在り方について

は、高齢者だけが負担増とならないように、特別調整交付金を含めた国の財政支援の

拡充を全国後期高齢者医療広域連合協議会を通じ要望してきたところです。 

 また、長崎県や長崎市においては、被爆者援護の立場から、被爆者や被爆体験者の
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医療費等に係る財政支援を要望しています。 

 広域連合の被爆者や被爆体験者の合計人数は令和２年度末で３万４，６０３人であ

り、今後減少していく見込みでありますが、被爆者医療につきましては国の責務で十

分な財政措置をすべきものであると認識しておりますので、引き続き財政支援の拡充

を要望していくとともに、同じ特別な事情を持つ広島県の広域連合とも、特別調整交

付金に係る要望について、そのやり方を含めて意見交換をしていきたいと考えており

ます。 

 次に、２点目の７５歳以上の医療費窓口２割負担についてです。 

 今回の制度改正は、令和４年度から団塊の世代が後期高齢者となり始め、少子高齢

化により現役世代の減少が続く中、世代間の負担、給付の不均衡を解消し、持続可能

な全世代型社会保障を目指したものです。 

 後期高齢者の窓口負担の在り方については、制度の根幹であります、高齢者が必要

な医療を受ける機会の確保という観点から、高齢者の生活実態や新型コロナウイルス

感染拡大などの様々な影響を踏まえ、慎重かつ十分な議論を重ねることや、やむを得

ず窓口負担を引き上げる場合でも激変緩和措置を講じるなど、被保険者に配慮すると

共に十分かつ丁寧な説明を行うことを、これまで国に対して要望してきました。 

 国においては、対象者を一定以上の所得がある者と限定したこと、急激な負担増加

により受診抑制が生じないように配慮措置を設けたこと。 

 また、丁寧な説明、広報を行うために十分な周知期間を設定したことなど、今回の

制度改正を施行するに当たり、必要な措置を初め慎重な議論と十分な検討が行われ、

国会審議で成案になったものと認識しておりますので、国に対して中止を求めること

は考えておりません。 

 以上、本壇からの答弁といたします。 
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○議長（深堀義昭君） 

 １１番、渕瀬議員。 

 

○１１番（渕瀬栄子君） 

 ご答弁いただきました。今回出されている緑の表紙のところで、令和３年度の保険

給付費が約２，１６６億２，０００万円で、特別調整交付金が約６１億３，０００万

円。令和２年度を振り返ってみますと、保険給付費が約２，１４６億７，０００万円

で、１９億５，０００万円増えています。特別調整交付金が６２億９，０００万円で

約１億６，０００万円、減っております。 

 令和４年度から団塊世代が被保険者になるということでありますが、この前期高齢

者１人当たりの医療費は全ての診療で高いと、データヘルス計画で指摘されておりま

す。 

 それで特別調整交付金の前提として、この１００分の３というのがありますと、な

かなか厳しい状況になってくるのではないかと思っております。 

 令和３年１０月２８日の意見交換会で示された、資料６３ページに令和３年度の推

計として被爆者手帳を所持される方が２万９，８９９人と示されておりますが、実績

として数字が分かっていれば、もう一度確認させていただきたいと思います。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 保険管理課長。 

 

〇保険管理課長（三谷 浩君） 

 原爆手帳の所有者実績で最新の調査は、先ほど連合長が申されました３万４，６０

３人、これが今把握しております最新のデータでございます。 
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○議長（深堀義昭君） 

 １１番、渕瀬議員。 

 

○１１番（渕瀬栄子君） 

 答弁漏れということで、２回目でお尋ねするということでカウントをしていただき

たいですけれど、いわゆる令和４年度から団塊世代が被保険者になるということがあ

ります。その団塊世代の方についてはデータヘルス計画で、前期高齢者１人当たりの

医療費は全て診療で高いということが指摘されております。 

 ですから前期高齢者であった方が団塊の世代ということで後期高齢者のほうに入っ

てくる、２０２２年度から２０２５年度というふうに言われておりますけれども、そ

うしますと、保険給付費全体の中で被爆者、被爆体験者の方に係る医療費が１００分

の３を超えないといけないという前提があれば、前回お聞きしたときに、令和９年度

ではなくなってしまうというお話がありましたけども、もっと厳しい状況になるので

はないかということで質問させていただきましたので。この点が答弁漏れになってお

りますので、よろしくお願いします。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 保険管理課長。 

 

○保険管理課長（三谷 浩君） 

 現在のこちら、令和２年３月末のデータに基づいて、簡易生命表で手帳所持者の将

来的な推計を行っておりますが、こちらの最終的な見通しとしては、令和２０年度で

特別調整交付金が終了するという最新の推計を行っているところでございます。 

 以上です。 
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○議長（深堀義昭君） 

 １１番、渕瀬議員。 

 

○１１番（渕瀬栄子君） 

 意見交換会で示された推計と最近、直近の被爆者手帳を所持されている方というこ

とで、これは少し数字的に確認しなければならないというふうに思っておりますけれ

ども、いわゆる、その数字は私がお尋ねしたい主眼ではなくて、いわゆる被爆者、被

爆体験者の方の医療費が総医療費の１００分の３を超えないと特別調整交付金が国か

ら来ないと。ここの点で、その１００分の３という要件を見直してもらう、これを国

に求めることが大事なのではないかということですので、ぜひとも検討いただきたい

ということと、それから、先ほど広島と意見交換をされたいということでありました

けども、広島では、後期高齢者医療制度における被爆者老人医療費等に係る地方公共

団体の負担を改善、これには課題として被爆者の高齢化が進む中で、老人保健事業推

進費等補助金、原爆分の全国枠国費が平成２２年度以降、減少傾向にあるということ

がありますので、それを踏まえて長崎県後期高齢者広域連合としてどう対応するのか

ということと、それからいわゆる原爆被爆者の方に対しては、当該被爆者に係る額が

１０分の８以内の額、また、被爆体験者の方には１０分の５以内の額というふうに、

被爆者と被爆体験者については違いがあるわけですよね。 

 ここはやはり、連合長であります長崎市長が国に常々要望していただいている、被

爆者として認めてほしい、特に広島の「黒い雨」の裁判で認められた部分についても

かかってくるので、そういう点で、今後の見通しとしてはどうなのかということでお

尋ねしたいと思います。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事務局長。 
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○事務局長（本多浩志君） 

 再質問にお答えいたします。 

 原爆被爆者、確かに議員がおっしゃるとおり、今年度から団塊の世代の方が被保険

者になり始めます。そうすると全体の医療費の枠は大きくなります。 

 その中で被爆者、体験者に係る医療費、この被爆者、体験者は減る方向にあります

ので、どうしても１００分の３という部分については非常に厳しいものになるかと思

います。 

 そこで、先ほど連合長が答弁いたしましたとおり、私ども広域連合としましては、

その特別調整交付金の部分も含めた財源支援については今後も引き続き要望してまい

ります。 

 それと併せて、この原爆被爆という特別な事情を持っている広島県の広域連合、こ

ちらとも連携を図りながら、どういった形で国に対して要望するのがいいのか、そう

いったところも含めて今後、意見交換をしていきながら、その特別調整交付金の要件

の見直しというところまでいけるかどうかは分かりませんけども、まずはそのやり方

を含めて広島県の広域連合と意見交換をしていきたいというふうに考えているところ

でございます。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 １１番、渕瀬議員。 

 

○１１番（渕瀬栄子君） 

 ぜひ広島県の広域連合と連携をとっていただいて、進めていっていただきたいと思

います。 
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 ２項目めの７５歳以上の方の窓口医療費負担、一定の収入以上の方に限定されてい

る、周知期間も十分取られているということではありますけれども、やはり高齢者に

とっては大変な負担増になるわけでして、２０２２年７月２３日に長崎県保険医協会

が第４５回定期総会の総会決議として、本年１０月からの７５歳以上の医療費窓口負

担２割化を中止するということで決議を上げられておりますので、ぜひ、いま一度考

えをお聞かせいただきたいのと、先ほど、答弁の中では生活の実態を踏まえてという

答弁をいただきました。 

 それで、２０２２年２月２５日の東京保険医新聞に掲載されたものによりますと、

高齢になるほど収入が減少する一方で、医療にかかる機会は増え、収入に占める医療

費窓口負担の割合は、３０歳から３９歳が１．０％であるのに対し、７５歳から７９

歳までは３．９％、８０から８４歳で４．６％、８５歳以上では５．９％に及ぶ。 

 原則１割負担の現在でも、高齢者の窓口負担は加重であると示されております。日

本医師会も原則１割の今でも状況は厳しいという意見を上げていたと思いますので、

これを踏まえて、もう一度、見解をいただきたいと思います。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事務局長。 

 

○事務局長（本多浩志君） 

 再質問にお答えいたします。先ほど連合長が答弁いたしましたとおり、今回の２割

負担の新設という部分につきましては、今後この高齢者医療制度、これも含めまして

持続可能な全世代型社会保障を目指して、国も慎重かつ十分な議論をして、今回の２

割負担の新設という部分について成案を得たというふうに私ども認識しておりますの

で、繰り返しになりますが、今回のこの２割負担の部分について国に対して中止を求

めるというふうな考えはございません。 
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 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 １１番、渕瀬議員。 

 

○１１番（渕瀬栄子君） 

 令和３年１０月２８日の意見交換の時の資料として、５６ページにこの窓口負担の

見直しということで示されておりまして、その時の資料では見込みで１割、２割、３

割の方の人数が示されておりますけども、これが今の時点で数字が変わっていれば、

それを示していただきたいと思います。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 保険管理課長。 

 

○保険管理課長（三谷 浩君） 

 ８月に判定した最新の見込み数値は、２割に該当される方が３万６，４９４名、率

にして１６．３５％と見込んでおります。 

 まず１割に該当される方、人数が１７万７，９９６名、割合が７９．７４％。繰り

返しになりますが２割は３万６，４９４名、割合が１６．３５％、３割は人数が８，

７３７名、割合が４．９１％となります。 

 全体の人数は２２万３，２２７名でございます。 

 以上でございます。 
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○議長（深堀義昭君） 

 次に１３番、山口議員。 

 

○１３番（山口欽秀君） 

 １３番、山口が一般質問をいたします。 

 第１の質問は、マイナンバーカードの健康保険証としての利用についてです。 

 総務省は今、最大２万円のマイナポイントを付けるなどして、多額の予算をかけて

配付を、発行を進めております。また、それを受けて各自治体も窓口を様々設けて、

発行数を増やす取組を進めているのが実情です。 

 そんな中で、利便性を高めようということで、運転免許証や健康保険証としての機

能を持たせようとしている。後期高齢者がマイナンバーカードを健康保険証として使

用するためには、様々な困難が伴うと考えられます。 

 まず、マイナンバーカードの取得における困難。そして、カードを取得しても、病

院や薬局の窓口で使用するのに暗証番号の入力などが毎回必要となる。大変でありま

す。ほかにも困難は考えられます。今の保険証だったら月に一度、窓口で提出するだ

けで済みます。これ以外にも多くの問題があると考えます。 

 今後、広域連合としてマイナンバーカードの健康保険証の利用について、どのよう

に考えてらっしゃるかお答えください。 

 第２の質問です。短期被保険者証の発行についてです。 

 後期高齢者が保険料を滞納すると、３か月の短期被保険者証が発行されます。資格

証明書の発行は国の通達で、出さないということで発行されておりません。短期被保

険者証は滞納理由が低年金で、払いたくても払えない。こんな実情から来ているわけ

です。低年金で毎日の生活が大変、医療費が負担で病院にもかかれないという実情、

高齢者の生活実態があります。 

 被保険者に３か月ごとに短期被保険者証を繰り返し渡していくことは、被保険者の
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受け止めはどうでありましょうか。どのように考えられますか。精神的に追い込むこ

とになるのではというふうに考えます。 

 低所得である滞納者への短期被保険者証発行をやめるべきではないかと考えます。

繰り返し繰り返し短期被保険者証を発行することで、高齢者の人権、気持ちを押し崩

す。そういうふうになると考えます。どのようにお考えかお答えください。 

 以上です。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 連合長。 

 

○連合長（田上富久君） 

 山口欽秀議員の質問にお答えします。 

 まず、１点目のマイナンバーカードの健康保険証としての利用についてです。 

 令和３年度から、マイナンバーカードの健康保険証利用が本格運用されました。広

域連合としても、被保険者向けのリーフレットにおいて保険証利用登録等についてご

案内するなど周知に努めてきました。 

 課題といたしましては、後期高齢者に対するマイナンバーカードの交付枚数率が７

月末時点で全国は４８．８％、長崎県では４６．８％となっています。 

 また、医療機関におけるオンライン資格確認のためのカードリーダーの設置申し込

み状況は、同じく７月末現在、全国で２６．１％、長崎県においては２１．７％であ

り、いずれも全国的にいまだ低い状況にあるということがあります。 

 国においては、６月に閣議決定された経済財政運営と改革の基本方針、いわゆる骨

太の方針の中で、保険医療機関、薬局に令和５年４月からオンライン資格確認導入を

原則として義務付けるとともに、関連する支援等の措置を見直すこと、令和６年度中

を目途に保険者による健康保険証発行の選択制の導入を目指し、さらにオンライン資
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格確認の導入状況を踏まえ、保険証の原則廃止を目指すことが示されました。 

 マイナンバーカードの健康保険証利用により、過去の薬剤情報や健康診査の結果を

医療機関に提供することで、より多くの正確な情報に基づいた総合的な診断、重複す

る薬剤を回避すること、また適切な処方を受けるといった、より良い医療を受けられ

るなどのメリットがあります。 

 広域連合といたしましては今後、マイナンバーカードの保険証利用に関する動向を

注視するとともに、必要に応じて全国後期高齢者医療広域連合協議会を通じて意見を

述べていきたいと考えております。 

 次に、２点目の短期被保険者証の発行についてです。 

 広域連合では、短期被保険者証の交付対象者について、原則、保険料に６期以上の

滞納があり、保険料の完納が見込まれない方と短期被保険者証交付要綱に定めていま

す。短期被保険者証の発行は保険証の利用を制限することが目的ではなく、滞納者と

接触する機会を確保することを目的とするものです。 

 直接お会いしてお話をさせていただき、納付相談や分納誓約などを行った上で、滞

納解消が見込まれる方には通常の被保険者証をお渡ししています。後期高齢者医療制

度における保険料の収納の確保は、制度を運営する上で不可欠であるとともに、被保

険者間の負担の公平を図る観点からも極めて重要であると考えており、短期被保険者

証の発行は継続していきたいと考えています。 

 なお、後期高齢者医療制度の保険料においては、所得が低い方の負担を少なくする

という観点から、保険料を構成する所得割と均等割のうち均等割を所得に応じて軽減

する制度があり、また、短期被保険者証の交付に際しては有効期限が切れる前に郵送

によって交付しており、医療機関への受診に支障が出ないように取り組んでいること

も付け加えさせていただきます。 

 以上、本壇からの答弁といたします。 
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○議長（深堀義昭君） 

 １３番、山口議員。 

 

○１３番（山口欽秀君） 

 マイナンバーカードの健康保険証としての利用ですが、今言われたように国が原則

義務付けにする、今の保険証を廃止するというような方向ですが、現場はどうなのか

というところで考えたときに、実際に現場の実情が分かっているのかと。まず７５歳

以上でいくと壱岐市は県下の平均よりももっと低くて、７５歳以上の取得率は３５％

です。これでも上がったほうだと思いますが。こういうふうにカードを取得するとい

うことでいくと、窓口に行って写真を撮ってとか、そういう手続をして発行してもら

うために１か月間かかると。 

 こういう手続をして、そして保険証としての手続もすると。こういう手続になって

いきますね。そういう手続を高齢者がどこまで自分でできるのか、そういう困難性。 

 それから、実際に病院の窓口に行って、実際にカードを機械に提示すると。機械に

提示するといっても、今、壱岐市で言うとカードリーダーは２施設しかないそうです。

こういう遅れた実態も考えたときに、どのような方向が被保険者の立場に立つのかと

いう点で極めて、義務化、保険証の廃止はちょっと無理があると。 

 そして、今日いただきました国への要望で、要望書の中の６番で、マイナンバーカ

ード制度関連で要望されておりますが、７４歳までに取得を推奨すると。７４歳まで、

これ、いうと７４歳までマイナンバーカードを保険証にしておけば高齢者になっても、

後期高齢者になっても大丈夫だというようなふうに考えられるのかということですけ

ども、それはやっぱりそれぞれ、マイナンバーカードは個人情報漏洩が心配だとか、

実際に持つことに対しての心配もあるというような今の国民の感情とか、それから実

際に後期高齢者が取得しても５年ごとに、そして１０年ごとに再交付を求めないとい

けないんですね。ですから、高齢になればなるほどそういう手続についても大きな壁
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が待っていると。そういうマイナンバーカードの保険証の使用について、どのように

お考えでしょうか。改めてお願いします。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事務局長。 

 

○事務局長（本多浩志君） 

 再質問にお答えいたします。 

 まず、マイナンバーカード発行の推進といいますか、その分につきましては、マイ

ナンバーカードの発行自体はそれぞれの自治体で手続を推奨しております。 

 それで、それぞれの自治体で高齢者の方が申請に来られた場合には、その手続をお

手伝いするというふうなことも取り組んでいるというふうに私ども聞いております。

そういった点も含めまして、出来るだけそれぞれ自治体での取組を私どもも見ていき

たいというふうに考えております。 

 それともう一つ、先ほど議員がおっしゃった、国への要望書の中の７４歳までとい

う部分につきましては、これは、７４歳までの未取得者に対しては、Ｊ－ＬＩＳとい

う国の機関ですけども、そこが申請を直接促すというふうなことをしておりますが、

なぜか７５歳以上については、その直接な勧奨をしていないという状況がございます

ので、ここの要望にあるように、年齢にかかわらず国がちゃんと勧奨をしていただけ

るようにといった要望になっております。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 １３番、山口議員。 
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○１３番（山口欽秀君） 

 特にそのマイナンバーカードの普及を強引に進めようということで、今、自治体の

窓口で進んでいます。高齢者はなかなか窓口に行けないわけですし、実際に認知症が

進んでいるとか、いろいろな困難を抱えている高齢者にとっては、やっぱり取り残さ

れると、そういう状態になってくるというわけですよね。 

 とりわけマイナンバーカードの選択制はもう絶対だと思うんですよね。窓口にマイ

ナンバーカードの保険証を提出しなければならないというふうになると、やっぱりそ

れに対応できない、寝込んでしまえばマイナンバーカードの使用そのものが本人はで

きないわけですから。そういう実態に合った、そして市民の声を聞くべきだと思うん

ですよ。 

 先日、長崎新聞にこういう記事がありました。マイナンバーカードを１万５，００

０円のマイナポイントがあって作りましたと。２人分、夫婦で作りましたと。最後の

ところで、税金からこんなにもらっていいのかと、戸惑いと、高齢者やＩＴに疎い人

が置き去りにされるような割り切れない気持ちになりましたというふうに投書が載っ

ていたんですけども、まさに高齢者が置き去りにされる、安心感が持てないと。そう

いう制度であってはならないというふうに思いますので、その点、再度お願いいたし

ます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事務局長。 

 

○事務局長（本多浩志君） 

 再質問にお答えいたします。そういった、議員おっしゃるとおり、高齢者の方はマ

イナンバーカードの手続とか、そういったものについては非常に難しいというふうに

思われる部分もあるかと思います。ですから、そういったところを手助けといいます
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か、するためにそれぞれの市町の窓口では一緒に手続をするというふうなことに取り

組んでいると考えておりますので、その点につきましては、これからもそれぞれ、自

治体で取り組んでいかれるというふうに思っております。 

 また、保険証の選択制の導入も今、国でもこれが必要ではないかということで、導

入を目指すということで「骨太の方針」の中にも記載されております。ですから今後

の国の動き、そういったものも注視しながら、私どもは、もし意見等が必要であれば

全国協議会を通じて意見等をしていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 １３番、山口議員。 

 

○１３番（山口欽秀君） 

 次に第２の質問について、短期被保険者証、３か月ごとに発行するということで、

自治体が対応しております。今コロナ禍の中で、実際に対面はやめて郵送でやってい

るというふうに壱岐市では答えました。そのように必ずしも３か月ごとの対面が必要

だというふうにはならないわけですし、特に低年金の方が普通徴収で納められないと

いう状態での、この滞納の実態になっているわけですので、その点で年金が下がり、

物価が上がり、実際に生活が大変な実情を考えたときに、やっぱり滞納の状態に対し

て厳格に滞納だから短期被保険者証を発行するじゃなくて、やっぱり特別な事情とい

う考え方での保険証の発行はあり得ると思うんですが、その点はどうでしょうか。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事務局長。 
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○事務局長（本多浩志君） 

 再質問にお答えいたします。そういうふうに短期被保険者証をお持ちの方がどうい

った状況にあるのか、そういったものを直接お会いして、そしてその状況を把握した

上で納付の相談や減免の申請、そういったもののお話ができるようにという目的で、

先ほど答弁させていただきましたけども、滞納者と接触する機会を確保することを目

的として短期被保険者証を交付しております。 

 ですから、やはり保険料の確保という分はこの後期高齢者医療制度の根幹をなすも

のであり、運営する上で不可欠なものと考えておりますので、この短期被保険者証の

発行という部分につきましては、繰り返しになりますけれども継続していきたいとい

うふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 １３番、山口議員。 

 

○１３番（山口欽秀君） 

 今は郵送ですけども、郵送でなければ、この３か月の短い短期被保険者証は窓口で

の渡しになるというふうになりませんか。 

 接触を持って相談に乗るんじゃなくて、窓口での相談に乗るというふうなことにな

ると思いますし、そういう面で保険者の、被保険者の生活実態をしっかりつかめば減

免とか滞納のための対策とか、そういうのは３か月ごとに発行しなくても相談に、住

民の相談は続けるということはやるべきでありますから、３か月ごとに発行しなけれ

ば相談ができないということはないと思うので、そういう点で発行される被保険者の

生活実態と精神的な気分、気分というんですかね、やっぱり滞納が続いて市から請求

されると。そういうのが続く、でも払えない。こういうような実態を被保険者が持っ
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たときに、高齢者が病気だったりすると、病院にかかりたいけどもなかなかかかれな

いとか、やっぱり命や健康に関わることで、安心して暮らす上で、やっぱり発行あり

きじゃなくて、発行しなくても被保険者と接触なり相談なりはやれるから、経済的な

特殊事情を鑑みて、発行をやめてもいいんではないか。やめるべきではないかと。そ

ういうふうに思うんですが、どうですか。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 事務局長。 

 

○事務局長（本多浩志君） 

 再質問にお答えいたします。繰り返しになりますけどもそういったご相談、こうい

ったものを窓口に来ることができないという方であれば、お電話でも構いません。そ

ういった形でそれぞれの市町の担当者は、やはりお話を直接させていただいた上でそ

の状況を把握してお話をするというふうなことを考えておりますので、繰り返しにな

りますけども短期被保険者証の発行につきましては継続ということで考えております。 

 以上でございます。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 １１番、渕瀬議員への答弁の中に一部誤りがあったとのことでございますので、事

務局から発言の申し出があり、これを許します。保険管理課長。 

 

〇保険管理課長（三谷 浩君） 

 申し訳ございません。１１番議員の渕瀬議員から最新の、２回目交付の数値などの

割合をということでお答えしましたが、その一部が間違っておりましたので訂正いた

します。 
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 ３割に該当する方、人数は変更ございません。８、７３７名でございますが、パー

センテージ、割合を間違えて伝えておりました。３．９１が正当でございます。申し

訳ございません。訂正いたします。 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ただいまの答弁は誤りを訂正したものでありますので、質問者においてはご理解を

賜りますようお願いいたします。 

 以上で一般質問を終わります。 

 お諮りいたします。 

 今定例会において議決されました各案件につきましては、その条項、字句、その他

の整理を要することにつきましては、会議規則第４０条の規定によりその整理を議長

に委任願いたいと思います。これにご異議ございませんか。 

 

【「異議なし」という者あり】 

 

○議長（深堀義昭君） 

 ご異議なしと認めます。 

 よって、これらの整理を要するものにつきましては、議長に委任することに決定い

たしました。 

 以上をもちまして、今定例会に付議されました事件は全部終了いたしました。 

 これにて閉会いたします。 

皆様、本日はお疲れさまでした。ありがとうございました。 

 

＝閉会 午後３時３０分＝ 
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